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ま え が き

日本には魚、貝類、海藻などを素材にした塩蔵品、塩干品、煮干し品、ねり製品、く

ん製品、節製品、佃煮、漬物、塩辛、魚醤油など諸外国に例をみない多種多様な水産加

工品があります。平成19年度の全国の水産加工品生産量は約230万トン、製造出荷額は約

3.4兆円規模にのぼり、日本人の食生活を支える重要な産業であるとともに、地域社会の

雇用を支える基幹産業としての大きな役割をはたしています。

しかしながら、水産加工業を取り巻く状況は厳しくなってきております。例えば、加

工原料や労働力の安定的な確保が難しい状況や、諸資材費の値上がりによる製造コスト

の上昇傾向、中国などアジア諸国からの安価な輸入水産加工品との国際的競合および国

内加工産地間の競合など、大きな問題を抱えています。

こうした問題に対して、日本全国の水産加工産地がどのような現状にあり、今後、水

産加工業界がどのような対応を図っていくかについての調査研究を実施するため、平成

21年度に調査研究委員会「構造再編下の水産加工業の現状と課題」を設置しました。本

事業は 3ヶ年事業とし、その研究成果として、水産加工業の発展方向に有力な手がかり

を水産加工業界に提示していくことを目指すものです。

本報告書は平成21年度の調査研究結果をとりまとめたもので、関係各位の今後の発展

にご活用していただければ幸いです。

なお、事業の実施に際しましては、座長の独立行政法人水産総合研究センター中央水

産研究所 田坂 行男 氏をはじめ、委員・調査員としてご尽力いただいた各位、並びに

種々ご協力いただいた皆様方に厚くお礼申しあげます。

財団法人　東京水産振興会

会　長　中 澤　齊 彬
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第Ⅰ部

調査研究事業の実施概要とまとめ



Ⅰ－１．調査研究の実施概要

１．調査事業の目的

水産加工業は、地元に水揚げされる水産物を主たる原料とすることにより、国民への蛋白供給源とし

て重要な役割を果たす一方、水揚量と鮮魚需要とのアンバランスを調整し、産地価格を下支える機能を

有してきた。

しかし近年は、我が国周辺海域の水産資源の減少に伴って国内での加工原料の調達環境や国内の水産

物消費構造が変化し、また量販店主導の販売チャネルと価格形成も進行しており、水産加工業の経営環

境は大きく変化している。

地域経済の活性化を図るべく、「農工商連携」や「産業クラスター形成の推進」、「地域ブランド作り」、

「地産地消活動の推進」などさまざまな事業が省庁の枠を超えて地域に投入されているが、地域経済の

不活性問題を一朝一夕に改善することが難しい。そこには、継続的な知識の投入と情報の環流、業種を

超えた地域経営資源の活用が必要であり、水産加工業の活性化のためにも同様の視点が求められている。

今後、国内水産加工業が継続的に存立していくためには、新たな市場を見極められる発想とともに、水

産業を核としつつも地域が有する他の経営資源を最大限に活用しうるような「農商工連携」の姿勢を柔

軟に展開するとともに、その可能性を検討していくことが必要である。そのためには、まず、全国各地

で展開している新たな産業動向を経営的、商学的、技術的視点から整理し、その成果を全国の水産加工

業界に発信し、情報の共有化を進めていく必要がある。

本調査では、水産加工業が多く立地し、地域経済の核として機能してきた産地の今日的状況を把握す

る作業と同時に、新たな加工事業が展開して活性化している地域やその中核となっている企業体・グル

ープの事業活動に着目し、そのビジネスの周辺環境を経営的、商学的、技術的視点から分析する。そし

て、これらの作業を通じて、何故、事業が伸長し、地域が活性化しているのかを分析することにより、

構造再編が進む水産加工業界が存立していくための条件とは何かについて浮き彫りにし、様々な経営問

題を抱える既存の水産加工産地、あるいはこれからの水産加工品の発展方向を見極めるための視点を関

係業界に提示していくことを目的とする。

２．既往の成果と課題

（１）地域ブランド化

他分野におけるブランド形成条件を採用することで、水産物、特に鮮魚における製品差別化、販売差

別化の視点を整理し、事例分析を中心に検証している。ただし、検証する事例が蓄積されても個別魚

種・企業の分析に止まっており、地域産業的な視点は弱い。また、取り組みの出口はノウハウの提供に

あるとみられ、「地域産業のあり方」や「産業の枠を超えたコンプレックス形成」等の地域視点を持つ

に至っていない。また、水産加工品に関するブランド化の分析は行われていない。

（２）産業クラスター

地域が有する経営資源を有効に活用することを狙った産業クラスター形成については、地域経済研究、
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フードシステム研究において行われているが、水産業を核として、水産加工業も視野に入れた水産クラ

スター研究に関する蓄積はなく、今後の概念整理と事例分析の蓄積が必要である。

（３）水産加工業について分析した研究

水産加工業について分析した研究は商品開発を主力とした加工技術研究が中心であり、産業論的、な

いしはマーケティング研究からの接近は増井好男氏による加工産地研究のほかは数が少なく、その他は

水産経済分野における経済事象の分析・検討の中で間接的に扱われているに過ぎない。

上記に揚げた視点を援用しつつも、水産加工業を水産地域の中核産業に位置づけ、産業論的視点から

検討を加え、事業環境が変化する中で成長していくために求められる諸条件と、既存の水産加工産地が

活性化するために具備すべき条件を見極めていくことが必要である。

３．調査方法

（１）調査期間 平成21年 4月～平成24年 3月（ 3年間）

（２）調査方法およびスケジュール

1 年目：歴史的に特徴ある既存水産加工産地の状況把握を行う。既存産地のポテンシャル評価や、活

性化している個別企業やグループおよび新興産地の洗い出しを行う。

2年目：活性化している個別企業やグループに関する事例分析を行う。

3年目：既存の水産加工品産地が活性化するために具備すべき諸条件の見極めを行う。調査を通じて

活性化、伸張要因を抽出・分析することにより、今後の水産加工業が具備すべき要素・環境・事業条件

を見極める。
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４．調査実施体制

平成21年度の検討委員会の構成は以下のとおりである。

委員会は3回開催し、調査報告を受けて討議を行い、本報告書を作成した。

第1回委員会　平成21年 6 月 5 日　調査研究企画の検討

第 2回委員会　平成21年10月22日　平成21年度調査の中間報告

第 3回委員会　平成22年 3 月19日　平成21年度調査の最終報告

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所

　水産経済部　部長

東京海洋大学　海洋科学部　准教授

東京海洋大学　海洋科学部　准教授

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所

　流通システム研究室　研究員

（独）水産大学校　特任教授　

東京農業大学　名誉教授

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所

　流通システム研究室　室長

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所

　経営システム研究室　室長

（独）水産大学校　水産流通経営学科　教授

有限会社　沖縄地域ネットワーク社　代表取締役　

鹿児島大学　水産学部　助教

北海道大学大学院　農学研究院　准教授

東京海洋大学大学院　海洋科学技術研究科

（独）水産大学校　水産流通経営学科　助教

滋賀県立大学　人間文化学部　地域文化学科　講師

東京海洋大学　海洋科学部　准教授

（独）水産大学校　水産流通経営学科　准教授

平成 22年 3月 31日現在（敬称略、順不同）

田坂　行男

工藤　貴史

濱田　武士

廣田　将仁

福田　裕

増井　好男

三木　克弘

宮田　勉

三輪　千年

上原　政幸

久賀　みず保

坂爪　浩史

清板　晃平

副島　久実

塚本　礼仁

中原　尚知

三木　奈都子

座　長

委　員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

調査員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

所　属　・　役　職氏　名
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Ⅰ－２．平成21年度調査のまとめ

１．調査対象産地・産業の選定

調査初年度にあたっては、水産加工産地の今日的状況が十分把握されていないことから、広く観測す

ることに主眼をおいた。調査対象産地・産業を選定するにあたっては、これまで多くの水産加工企業が

集積し生産量も多い地域は特定業種の観測に限定することなく広く地域全体を観測することとした。ま

た歴史的に特徴ある既存水産加工産地についても把握に努めた。また、需要低迷期に堅調な生産が行わ

れている加工業種についても実態把握を行った。これらの調査を通じて、既存加工産地のポテンシャル

評価や、活性化している個別企業やグループ、新興産地等に関する情報収集を行い、次年度に向けたベ

ース資料とした。

水産加工産地を取り巻く環境評価については、現地調査を通じていかなる点が強く影響しているかを

観測することで問題点を整理し、次年度に関連統計を基礎とした客観的把握を行うこととした。なお、

現時点で列挙すべき点は以下の通りである。

①　地先水産資源の変動（魚種交替・漁獲量減少など）

②　国内消費構造の変化要因をどのように捉えるか

・家庭食、外食、中食、観光需要（グルメツアー、土産物需要、等）

・安全･安心視点の強まり（中国製品離れを含む）

③　量販小売店主導の価格形成問題

④　多様な販売ツールの台頭

⑤　世界的な水産物需要の高まりと国際購買力の変化

・輸入原料にどこまで依存できるか。

・国内原料の安定確保対策の模索

２．産地活性化を捉える際の着眼点

水産加工業を取り巻く環境が変化する中にあって、経営面の見直しや工夫を怠る企業は厳しい経営環

境に立たされている。一方、この時期を好機として捉え、新たな取組みや事業の見直しを図りつつある

企業、産地では、新たなビジネスチャンスを獲得しつつあることも事実である。そこで、本調査では、

今日の水産加工産地の活性化要因とは何かについてある程度の仮説を持ちつつ、現地調査を行うことと

した。また、現地調査から得られた情報を基礎に参画メンバーで検討を行い、加えるべき事項、削るべ

き事項について調査期間内に精査することとしている。初年度は、水産加工産業の動向を捉える際の着

眼点として下記のような事項を掲げ、調査を行った（ただし順不同）。

①　輸出に成功した事例

②　安定した原料調達に成功した事例。

③　新商品開発に成功した事例。

④　資源変動への対応に成功した事例

⑤　衛生管理水準を高めることに成功した事例。

⑥　産業クラスター、農商工連携で成功した事例

⑦　ニッチ市場を掴んで成長した事例

⑧　観光とリンクして成長した事例
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⑨　産地の裾物魚を原料として新しい分野を開拓した事例

⑩　川下産業と連携して経営の安定化に成功した事例

⑪　ブランド確立に成功した事例。

⑫ 水産加工業者の共同化・協業化でコスト削減、品質安定などを図り、結果として経営安定化に向

かった事例

⑬　工場立地を見直して伸張した事例(原料立地から消費地立地へ、物流拠点への立地等)

⑭　ITを活用して新たな需要を開拓(顧客の維持に)成功した事例

⑮　伝統食、郷土食の視点を強めて成功した事例

⑯　問屋依存から独自販路の開拓に取り組んで成功した事例

３．今年度の調査結果

（１）水産加工産地を取り巻く状況

従来、水産加工業の多くは、水揚量が豊富な水揚港の背後地に立地し、水揚げされる新鮮な漁獲物を

原料として生産活動を行なってきた。そこには、商品価値が異なる様々な水産物でもそれぞれが持つ商

品価値を評価し、産地価格を下支えするという重要な機能を担ってきた。漁業にとって水産加工業は適

正に価値を実現してくれるパートナーであり、水産加工業にとって漁業は再生産環境を与えてくれる重

要な存在である。しかしながら、資源変動や経営環境の悪化など漁業を取り巻く環境は厳しさを増して

おり、その影響は確実に水産加工業の存立基盤を危ういものとしている。

本調査では、調査対象産地としてわが国を代表する水産物水揚げ地である 5 地域（北海道釧路市、

青森県八戸市、宮城県気仙沼市、千葉県銚子市と茨城県神栖市波崎地区、静岡県焼津市）も取り上げた

が、このうち釧路地域、八戸地域、気仙沼地域は資源環境の変動や減船等を背景として水揚量、水揚金

額とも大きく減少している。例えば、釧路地区では水揚量、金額ともに激減している。気仙沼地区では

水揚金額はピーク時の600億円から400億円に低下しており、それに伴って水産加工業も過去10年漸減傾

向にある。これらの地域では、漁業者と水産加工業者が協働して地域活性化対策に取り組む動きが強ま

っている。

ただし、大型水揚げ産地がいずれも水揚げ量を減少させているわけではない。例えば千葉県銚子地域

は中核的漁業である大中型まき網の漁獲成績に大きく依存した地区であるが、背後地に首都圏市場を擁

するという立地環境も影響してわが国屈指の水揚げ基地としての位置づけに変化はなく、塩干品加工や

輸出を主力とした事業展開が図られている。また、静岡県焼津地区はカツオ・マグロ漁業の動向を背景

として最近10数年の生産量は横ばい傾向にあるが、集積している水産加工業は従来までの節物、缶詰業

に加えて機能性食品や節物加工から出る副産物の市場化を目指す動きが強まる等、経営体数自体は減少

傾向にあるものの、地域に立地する水産加工業の業種構成には明確な変化が見られる。

また、大型水揚げ産地以外の地区においても水揚げ自体は頭打ちないしは減少局面にある地区が多い。

例えば、静岡県のウナギ加工地区では、生産量は1968年の16,007トンをピークに減少しており、経営体

数も1973年の817経営体をピークに減少し、現在52経営体まで減少している。この点は琵琶湖周辺の佃

煮加工地区においても傾向は類似している。また静岡県沼津地区は開き加工の代表的な産地であるが、

当地での水揚げ量は2007年に173億円に止まり､水揚量・金額ともに減少傾向にある。ただし、当地は地

元水揚げ物に依存しない水産加工産地として独自の展開を見せており、地元への漁獲量の多寡とは異な
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る視点から産地評価を行う必要がある。

一方、水揚げ量が増えたことを背景に水産加工業が活況を呈している産地も存在する。例えば鹿児島

県枕崎地区における節物産業は経営体数自体はピーク時の 4分の 3に減少しているものの、カツオ水揚

げ量が増加したことを背景に節物の生産量、金額ともに増加傾向にあり、荒節生産に重点を置いた産地

として自らの位置づけを明確にしようとしている。

また、水揚げ量は多いものの水産加工業との共存関係をこれまで以上に強めていくことが目指されて

いる地区もある。例えば長崎地区は漁獲量が全国第 3位であるが水産加工品は煮干を除き生産量は少な

く知名度も上がっていない状況にある。アジ等の赤身魚や未利用魚のすり身原料としての利活用が目指

されており、今後漁業との共存共栄関係の構築に向けた取り組みが強化されようとしている。

また、水揚げ量の動向にさほど左右されることなく、商品力や特定のマーケット獲得に成功している

産地も見られる。例えば、愛媛県宇和島・八幡浜地区では、健康ブームによるじゃこ天の堅調な売り上

げや削り蒲鉾の話題性を背景として、最近10年間は水産加工業の経営を一定水準にキープしており、地

先資源量の動向を含めて今後の動向が注目される。また静岡県駿河湾沿岸で展開しているシラス加工業

は、売り上げ自体は横ばい状態にあるものの主たる需要は地元を中心とした県内にあることから、漁

業・水産加工サイドが意識して市場を形成・維持していこうとの方向をとりうる事例として注目してい

く必要がある。

（２）原材料の安定確保に向けた対策

上記したように、地元漁港を中心に原材料をいかに安定確保できるかが今日の水産加工産地では喫緊

の課題となっているケースが目立つ。同業者が安定確保を目的に調達していく仕組みを作って対応して

いる地区もある。

例えば、前述した長崎地区では、1974年の「水質汚濁防止法」施行に伴い､中小零細企業では汚水処

理施設の設置が不可能であることから、長崎蒲鉾水産加工業協同組合がすり身生産を開始した経緯があ

るが、白身魚の時代から赤身の時代へと資源環境がシフトしつつある今日でもすり身加工技術の向上も

背景となって、組合員への安定的なすり身供給が行われている。

また、静岡県のウナギ加工地区においては、2002年に加工業者間で原料を融通し合える体制の構築を

目指した「静岡県うなぎ加工業者連絡協議会」を設立して当該課題に対応している。

また、宮城県気仙沼地区の水産加工業は、原料立地を基本としつつも、不足時、他漁港での低価格時、

あるいは地元漁港に十分水揚げされない原料を求めて、他地区からの原料調達を強く意識している。ま

た、漁船誘致を目的として産地卸売市場の改革に着手しており、「タンク取り方式」を導入することで

大中型巻き網船の誘致を図ろうとしている。

また、静岡県焼津地区は他産地とは異なり、カツオ原料の地元調達率の高さが特徴の産地であるが、

カツオ相場の価格乱高下の中でいかに安定確保していくかが産地課題となっている。

また、琵琶湖の佃煮加工地区でも原料供給の不安定さが問題となっているが、各地とも輸入品へのシ

フトは起こしてはおらず、琵琶湖沿岸の他地区からの搬入でしのいでいるのが現状である｡輸入品に置

き換わっていかない背景には、販路が固定的であるとともに、琵琶湖産原料を使った味を求める傾向が

まだまだ強いという需要サイド（地元消費・観光需要）からの要求が存在しており、原料調達行動を規

定している。
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また、兵庫県香住地区では、経営規模の大きい加工業者を中心に前浜資源だけでは原料が不足するた

め輸入比率が高まっている。かつては、香住水産加工業協同組合では原料の共同購入に力を入れていた

が、最近の購入比率は低下傾向にあり、経営規模の大きい加工業者は製品の販売先である中央卸売市場

の荷受け会社と連携して調達する等の動きが見られる。一方、小規模業者は品質の優れた地場原料にこ

だわることで差別化を図る姿勢を取っており、不足時は近隣の浜坂や鳥取県からの調達で対応すること

が基本となっている。

原料の安定確保問題は、経営規模の大小によって性格が異なっているが、単に加工段階だけの問題に

止まらず、生産や流通産業を巻き込む形で対応方法が検討されるまでに至っている。また、従来まで行

われてきた共同購入方式については今日の取引環境のもとで改めてそのあり方が検討される必要があ

る。

（３）販路開拓と商品差別化対策、新商品開発、供給力強化に向けた対策

今日の水産加工産地において強く印象付けられるのは、いかに販売していくかという意識が非常に高

まっていることである。この背景には、売り手市場から買い手市場へとマーケットが転換する中で意識

改革が進んできていることに加え、量販小売店や問屋といった川下産業の川上進出の進展、安全安心視

点の高まり、省庁を超えた各種支援事業の展開、など様々な要因が存在している。異なる消費ニーズを

持った様々な需要家から構成されるマーケットをいかに認識し、束ね、効率的に販売していくかが問わ

れており、インターネットや物流革新の進展によって従来の販売ルートに依存せずに需要家に接近でき

る環境も整いつつある。販路開拓や商品差別化が企業の生き残り戦略上不可欠になってきたと同時に、

新しいことができる市場環境も整いつつある。各地での取組みは、その地区、加工企業が有する経営諸

資源を基礎とした場合のトライアルとして捉えることができよう。

静岡県沼津地域は、伝統的な手開き技術を堅持する一方、水の良さを重視して商品生産を行うことで

中小企業でも沼津のブランドで売っていくことが可能であった。しかし2006年10月の改正JAS法によっ

て国内原料価格が高騰し、原料調達が難しくなる中にあって、沼津では、脂の少ない国内アジを原料と

していく動きが見られる一方で、アジ以外の塩干品生産に力を入れる企業が増えるなど、沼津地区が商

品開発で何にこだわるかが重要な選択問題となりつつある。同地区では、唐津、大洗・ひたちなかとの

競合関係の中にあって市場競争力を何に求めるかが現在問われており、「地域団体商標登録」を通じて

改めて商品開発のコア部分を何におくか議論が始まっている。

宮城県気仙沼地区では、生産力を弱めながらも、産地としての方針として、輸出対応と地域HACCP

という新機軸を打ち出した。量販小売店への販売力強化の一環として在庫負担力の向上を図るとともに、

水産物輸出力の強化を図ることを目的として、2003年～ 8年の間に冷蔵能力を13％アップしている。ま

た、独自の基準を策定して認定していくなどを核とした地域HACCPへの取組みに着手している。また、

前述したように、外来船を積極的に誘致するために産地卸売市場の改革に着手する一方、「タンク取り

方式」を導入することにより大中型巻き網船の誘致を図りつつある。さらには、仲買人の市場での荷造

り行為を禁止するなど、衛生環境の整備を背景としてブランド化を目指すとともに、販売力を高めるた

めに販売商品種類の多品目化を目指すなど、求めれる産地像を設定しての産地作りが始まっている。

北海道釧路地区は、大手水産会社を中心とする水産加工集積地帯であり、冷蔵庫容量は減少している

が、製氷能力や貯氷量、冷凍日産量は増加傾向にある。また、原料を生産しているイメージが強く、独
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自ブランドで需要開拓できる企業はまだ少ない。中小零細企業は下請企業か小さなマーケットに対応し

ているケースが多い。ただし、このような地域色をまだ色濃く残す釧路地区であるが、一部の中小企業

では独自のブランドで生産する動きもあり、独自市場の開拓方法が推進されつつある。

静岡県焼津地区では、カツオのたたきを中心とする冷凍食品と機能性食品の伸張が産地を支えている。

カツオのたたきは国内最大規模産地となっているが、いずれも自社ブランドで製品販売していないこと

から、今後の産地課題の1つとなっている。

長崎県では、長崎県産水産物を原料とした「平成長崎俵物」のブランド確立を目指して、業界・行政

連携の下に独自の基準を設定して県内産水産物の利活用を高めている。独自基準の厳格さについては水

産加工業界の評価は分かれているものの、ブランド確立を通じて産地としての「こだわり」をどこに求

めるのかという根本的問題にも関わる点が問われており、今後の商品開発における中小企業の生き残り

戦略との関係から今後の動向に注目していく必要がある。

静岡県のシラス加工は、地元のシラス漁業だけから原料供給を受けている。また、産地で買い付けが

できるのも地元業者に限られており、漁業と加工との共存共栄関係が見られる。原料立地型産業として

の性格が強く、地域での漁獲特性が商品形態の差となって反映している。地元消費量が多くて地産地消

的性格が強く、自店舗販売を主とする小規模経営体の経営は安定している。また、その他の販売面も固

定的な性格を有している一方、しらす干しの消費は全国的にも上向いていることから、安定供給を求め

る量販小売業も多い。ただし、量販小売店への積極的販売を念頭に置いた販売戦略を強化すると、今日

まで形成されてきた漁業・加工・消費の良好な関係が崩れる懸念があることから、従来までの生産・販

売秩序を諸般の環境変化の中でどのように持っていくかが問われている。

静岡県のウナギ加工は、2008年に県内 5つの養鰻漁協のうち浜名湖を除く 4漁協が合併し、統一ブラ

ンドでの販売に着手した。2006年にポジティブリスト制度の運用が開始されたことで中国産蒲焼の対日

輸出が大幅に減少していることから、国内 2大産地（一色地区と大隈半島地区）との競争力をつける販

売強化が目指される。

琵琶湖の佃煮加工については、琵琶湖淡水養殖漁業協同組合が地域団体商標「琵琶湖産アユ」を取得

した。食用養殖アユの需要回復も目指して鮮魚についても申請対象とした。このことから、鮮魚のブラ

ンド化の動きが加工業界にも好影響を与えることが期待される。

兵庫県香住地区では、各企業の経営努力のほかに、地域特産品をPRするための仕組みとして「香住

特産品アンテナ協会」が設立され、水産物を含む特産品の訴求に側面から支援している。また、兵庫県

が設ける「兵庫食品認証制度」の活用や、ひょうご産業活性化センターが計画する「ひょうご中小企業

評価制度」を導入して経営診断指標を基礎として経営力強化を図るなどの取り組みを行いつつあり、結

果として企業力全体を高める姿勢を取りつつある。

沖縄のもずく加工では、生活協同組合との連携という販売ネットワーク力を持ち、販売力のある恩納

村漁協が販路開拓を担当し、原料調達を複数の県内他漁協が担当するという産地内連携の形がとられて

おり、産地が一体となって販路開拓上重要となる安定供給環境を構築する動きとして注目される。

販路開拓や商品差別化対策などについては様々な取り組みがあり、それを支える公的支援制度も多い。

水産加工分野においても、これらに類する取り組みは非常に多いと推察される。ただし、事業を推進し

ていくにあたって大切なのは、個別の事業を有機的に結びつけ、具体的目標に向けて計画的に活動を推

進していく姿勢であり、一歩一歩積み上げ作業を継続させていくことである。調査においては、個別事
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業を精査していくことも必要であるが、諸事業の関わり方、そこで漁業者、加工業者、流通業者、公的

研究機関、行政がどのような関わり方で全体を集合化させているかを観測していくことも大切である。

（４）労働力確保・後継者対策

水産加工業の後継者問題について、実態を把握できるデータ、調査結果はない。大規模産地では、外

国人研修生・実習生を積極的に導入している地区が多いようであるが、地域によってはある程度従業員

は確保されていることから導入していない地区もある。

状況は地域の雇用情勢や業種特性によって異なっているとともに、雇用情勢一般が悪化する中で、水

産加工業では従来よりも質の良い人材を雇用しやすい環境になりつつあるとの評価もあることから、こ

れらの点を含め精査する必要がある。

また、静岡県焼津地区の鰹節業界では、①「焼津鰹節伝統技術研鑽会」（1983年設立）、②「地域団体

商標」への登録（焼津鰹節／2006年）、③「焼津かつお節道場」（2007年）、等の取組みを行い、技術伝

承の視点からも産業振興を図っている。そこには、地域に根ざした製造技術を一企業の中に埋没させる

ことなく、地域として後継者に技術を伝承させていくという明確な姿勢をうかがうことができる。部分

的に取り組みは複数の産地で取り組まれているが、技術の継承と後継者対策として体系的な取組を推進

している地区はまだ少ないことから、地区内での仕組みやそれを支える諸資源の投入方法などについて

は精査する必要がある。

（５）地の利・立地を生かした取組

水産加工業の集積が原料立地からスタートしている点は多くの水産加工産地に共通している点である

が、ここでは特に原料以外の要素に着目して経営改善に取り組むことの可能性について見てきた。具体

的には、①大消費地への近接、②観光地など消費者が集合する土地への近接、③物流拠点への再配置、

など販売供給面での着眼点となる。一般的にみて水産業を核とした地域の周辺には大なり小なり観光地

があり、また行政も観光産業の振興対策の中に必ず「食」の要素を入れ込んでいることから、水産業・

水産加工業にとって観光産業とのリンクは必ず貼られている。ただし、その環境を的確な方法に基づい

て利活用しているかについては評価が分かれるところであり、事業成果を挙げるためには地域の実情に

即した試行錯誤を根強く続けると共に、他地区の成果を学習していくことが必要である。そのためには、

各地区の取組と成果、課題を外部に発信していくことも大切である。

例えば、静岡県沼津地区には、地域外からの原料に依存する多くの中小アジ開き加工企業が集積して

いることは前述したが、同地区が開き加工産地として発展してきた背景には、同地区における加工技術

が商品差別化要素となっていることに加えて、同地区を訪れる年間400万人の観光客の存在が大きい。

大消費地に近接している立地環境が沼津地区の性格を良くも悪くも規定しているといえよう。この立地

環境をさらに生かすべく、現在の沼津では土産物店への卸売活動を強化するのは勿論、自ら土産物市場

に参入する水産加工業も生まれている。これらは立地環境を見据えた取組みであり、従来までの業態を

革新していく力が産地を変えようとしている。

（６）生産・取引関係の強化

水産加工産地が、関係する諸産業（具体的には、漁業、食品問屋、2次加工メーカー、量販小売店な
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ど）の新たな事業展開の影響から自らを変えていくという「うねり」も、北海道松前町・福島町のスル

メ加工業や鹿児島県枕崎地区の節物産地、静岡県のシラス加工地区、沖縄県のモズク加工などで観測さ

れた。周辺諸産業との関係で自らがいかに身を処すことができるかについては資本間の力関係に基づく

ことになるが、従来の加工活動が継続できなくなることもあることから、企業としても産地としても大

きな選択問題となる。

例えば鹿児島県枕崎地区では、節物の 2次加工メーカー側から節産地との固定的関係を強化していき

たいとの指向があり、荒節生産に特化することが求められている。この動きは、節物の 2次加工メーカ

ーの系列化（囲い込み）とも言え、産地としての生産量は伸張してもその背後で展開する産業構造の変

化についても見ていくことの必要性が存在している。

また、静岡県のシラス加工地区については、前述したように現在は地域消費中心の生産供給が行われ

ているが、一方でシラスは全国的にも消費が上向いていることから、自ずと安定供給を求める量販小売

業が多くなっていることも事実である。ただし、量販小売店への積極的販売を念頭に置いた販売戦略を

強化すると、今日まで形成されてきた漁業・加工・消費の良好な関係が崩れる懸念があることから、駿

河湾のシラス資源管理の視点からも秩序の維持が求められる。水産加工業においても、単に需要に対応

するだけでなく、資源の有効活用の視点に立った機能も求められる時代を迎えようとしている。

（７）需要動向にあわせて商品生産を重点化･シフト

販路開拓にあたっては上記（3）で述べたように、異なる消費ニーズを持った様々な需要家から構成さ

れるマーケットをいかに認識し、束ね、効率的に販売していくかが問われているが、その実現にあたっ

ては商品生産を特定分野に重点化したりシフトすることも必要となってくる。各地ではその動きが現実

のものとなっており、産地の姿も変えようとしている。

例えば鹿児島県枕崎地区では、荒節需要の増加に伴い、生産の重点を荒節へシフトさせつつある。ま

た、消費性向の変化を背景として削り節需要が低迷する一方で調味料市場は拡大基調にあることから、

産地では敏感に節形状のものから液状のものへとシフトしようとしている。一方、仕上げ節業者は市場

の縮小に対応すべく、新しい販路開拓に着手している。具体的には、食品産業センターが行う「本場の

本物」事業に参画し、共同販売を年 1回行うとともに卸売市場やネット販売を通じて本物志向の客に限

定的に販売していく戦略を展開し、その方法について模索を続けている。また、産地としては、生産現

場の技術革新に対応して「PS加工場」を設立し、需要開拓を強化しつつある。この取り組みは港勢力

の強化も意識した取り組みであり、漁業・加工業一体となった次世代の地域力アップすることを狙った

ものとして位置づけられる。

また、千葉県銚子地区は背後地に首都圏を擁する有力産地であるが、輸入さばを原料としたさば加工

は市場価格の点から成立しなくなったことから、前浜資源に期待した加工事業にシフトしている。そこ

では、中国を主としたさば輸出を拡大することに加え、ロシアを中心にさんま輸出を伸ばすことに注力

することが目指されている。

水産加工産地では、事業環境が変化する中で事業のベクトルを見定める対応をしようとしているが、

そこで問題となるのは事業の重点化やシフトに要する経営資源量の不足問題にある。具体的には、資金

力、人的資源力、技術力、情報力、あるいは販売力等であり、保有する経営資源量に何を加えればどこ

まで事業を推進できるかを見定めることが重要となっている。
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Ⅱ－１　主力水産加工産地の現状と課題



１．はじめに

釧路地区は北洋漁業の基地として発展してきた。北洋漁業関連だけでなく、大中型旋網やサンマ棒受

網漁業などの漁船の集積地でもあった。ピーク時の水揚量は150万トン近くに達し、水揚金額は900億円

（1985年）を超えた。数量では国内一の水揚港になった。

しかしながら、国際規制が強まる中、北洋関連の漁船の多くが減船され、また北太平洋のマイワシ資

源が激減したことにより、水揚量、水揚金額は転がり落ちる。水揚金額は、1996年に200億円を下回り、

2007年には120億円台まで落ち込んだ。

当地区における水産加工業も以上のような水揚の減少に伴い縮小再編がもたらされる。かつて巨大漁

業基地として発展してきた釧路の水産業は現在どのような再編方向を模索しているのであろうか。本報

告では、釧路地区の水産加工業の動向を捉えつつ、再編状況および当産地が抱える苦境の現状をまとめ

ておきたい。

２．地域漁業の概要

（１）拠点としての概要

１）漁港種類と整備

釧路港は、「国の利害に重大な関係を有する港湾」として国の重要港湾に指定されている。外国船の

入出港が盛んな貿易港だからである。その内の副港地区の中に、漁港埠頭がある。

漁港施設内には荷捌場が第1から第 7魚揚場まである。1960年代から1980年代までの間に開設された。

岸壁は東西南北岸壁が1,500ｍ以上もある。言うまでもなく、大漁港である。北洋関連の漁船（北転

船など）や旋網漁船の入港を見込んだ整備であった。

利用する多くの漁船が、北洋漁業の底曳網漁船など大型船であった。沿岸漁業の利用もあるが、少ない。

２）市場開設状況や生産者団体

開設者は釧路市である。卸業者は 2社である。釧路市漁業協同組合と釧路魚市場株式会社（ミツウロ

コ）である。両社とも新富士市場で、消費地市場も運営している。地域内には、生産者団体として、釧

路市漁協、釧路市東部漁協、釧路機船漁協、道東小型さんま漁業協議会、北海道まき網漁業協会がある。

３）インフラ整備状況

漁港内には、トラック・スケール場、水産関係団体の入居ビル（水産センター）、公園（海の顕彰碑）

がある。また釧路川河口部（幣舞
ぬさまい

橋近辺）には、大型直売所（フィッシャーマンズワーフMoo）が設置

された。1987年のことである。

単に漁港機能を充実させるだけでなく、マリノベーション構想に基づいて観光スポットとしての機能

の拡充が図られた。しかしながら観光客がさほど滞留せず、閑散としている。

（２）漁業生産・水揚げ活動

１）漁業種類別経営体数の動向
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釧路市漁協には、小型サンマ棒受網や小型底曳網などいくつかの小規模漁船漁業の組合員が所属して

いる。しかし、組合員数は組合職員より少ない。釧路港の水揚げの大半を支えるのは道外船や釧路機船

所属の沖底船である。釧路所属の沖底は15隻ある。道内では沖底船が最も多く所属している地区である。

２）魚種別水揚げ量・金額の動向

図1－ 1は、1979年から2007年までの釧路魚市場に上場された水産物の取扱高の推移を示している。

数量は1987年をピークに急激に減少する。1992年以後は、水揚げ量・金額ともに、上下しながら落ち

込んでいる。しかし、現在、底を打ったような状況になっている。

表 1－ 1は、魚種別水揚げ量を示している。また、表 1－ 2は、釧路魚市場で取り扱った魚種を数量

ベースと金額ベースで見た上位10位を見たものである。サケマス類、底魚類、浮魚類など魚種は豊富で

ある。しかし、シェアには偏りがある。サンマ、スケトウダラが数量ベースで全体の 7割、金額で 5割

を占めているのである。

表 1－ 2では、サケマス類は数量ベースで 6位、金額ベースで 5位となっているが、釧路市内に供給

されるサケマス類は、必ずしも釧路魚市場を通過するわけではなく、むしろ道内各地から供給されてく

る量の方が多いと推察される。この表には現れないサケマス類が釧路市内には流通している。サンマ、

スケトウダラなども同様のことが言えよう。

３）水揚物の主要魚種別にみた仕向け傾向

ここでは用途別仕向量の統計がないため、主要魚種について当地区の事情から把握する。

まず、サンマである。サンマは鮮魚出荷が中心である。その他の用途としては、塩サンマ、ぬか漬け、

ピリ辛漬け、缶詰、そしてミール原料や餌料などがある。また、冷凍物は輸出にも向けられている。

スケトウダラは主にタラコ、明太子、すり身原料になるものが多い。しかし、1999年の新日韓漁業協

定締結後、韓国ではスケトウダラが不足したことから、北海道、特に釧路から韓国への生鮮スケトウダ

ラの輸出が盛んになった。その担い手は沖底業者である。沖底業者は韓国向けに沖で発泡詰めして出荷

図１－１　釧路魚市場における取扱高の推移
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するという体制を構築した。

秋サケは、新巻、フィーレ、切り身、フレーク、ミールとなり、カタクチイワシはほとんどミールか

餌料に回る。また、コマイ、シシャモは乾物となる。

３．水産加工業の動向

（１）主要業種別企業数の動向

図 2－ 1は、2005年から2007年までの水産加工業の事業所数を示したものである。1995年は138であ

り1999年頃まで横ばいであったが、その後減少し、2007年には92まで落ち込んだ。

釧路には、釧路市水産加工業協同組合がある。当加工協の組合員を見ると、1997年が71社あったが、

2008年には51社まで減った。

過去10年の間に、釧路では水産加工企業の撤退が相次いだと推察される。

表１－１　魚種別水揚量 表１－２　釧路市場の上位10魚種の数量と金額
（2007年）1998年 2007年
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（２）主要業種別にみた経営規模について

表 2－ 1は、株式会社みなと山口合同新聞社が刊行している「全国水産加工者名鑑　2007年版」を基

に作成したものである。釧路地区の水産加工業者の状況を示している。

年商は 1千万円以下から160億円まで、従業員規模は20人から700人まで、階層間格差は大きい。高次

加工を行わない下請け企業が存在しよう。

（３）主要業種別の生産金額の動向

表 2－ 2は釧路市内の水産加工生産高の推移、表 2－ 3は白糠町の一部を含んだ2007年の水産加工品

の生産高を示したものである。

数量ベースでは、冷凍すり身、冷凍品、ミール、魚卵、塩蔵品が多い。金額ベースでは、魚卵、冷凍

すり身、調味加工品、ミール、缶詰となる。魚卵製品は、筋子、タラコ、数の子である。近年の傾向と

しては、冷凍品が増加し、塩蔵品の減少が著しいことが挙げられる。

（４）主要業種の代表的企業とその諸属性

釧路地区は北洋漁業の基地として最前線にあることから、漁業資本にとって重要な地区であった。

釧路市が発行している「釧路市の水産」の釧路水産業の沿革を見ると、1950年にマッカーサーライン

の解除を待たず、「 5大水産会社（大洋、日水、日ロ、極洋、日冷）が釧路進出を終える」と記されて

いる。当時、空前のサバの豊漁期であったことも関係していようが、北洋への展開も睨んでいたものと

思われる。ともあれ、この地の水産加工業は地元業者の内発的な発展だけでなく、大手水産や関連荷受

けが手がけた部分も少なくない。確かに釧路市内には、大手水産等の工場、大手水産の子会社あるいは

出資会社が数社ある。かつては捕鯨産業の関連もあったであろうが、現在でも以下のように大手資本と

強く関係する企業がいくつかある。

（株）Ｋ：日本水産が20％株式保有。

図２－１　水産加工業の事業所数
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表２－１　釧路地区の各業者の状況

表２－２　釧路市内の水産加工生産高の推移

Ａ（株）

（株）Ｂ

Ｃ協同組合

Ｄ（株）

（株）Ｅ

Ｆ（株）

（株）Ｇ

（株）Ｈ

（株）Ｉ

Ｊ（株）

（株）Ｋ

（株）Ｌ

名鑑

2001年 2003年 2005年 2007年

表２－３　釧路市内および白糠町の一部の水産加工品生産高（2007年）
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（株）Ｆ：マルハニチロ水産の子会社

（株）Ｍ（旧ニチロの缶詰工場）

Ｄ（株）：（株）東都水産の関連会社

さらに、地区内業者間には、二重構造が存在する。例えば、地区内大手の（株）Ｋは常時、小規模加

工業者4社に原料の加工を下請発注している。

こうした有力大規模水産加工企業が地域の水産加工業をリードしている。釧路地区の水産加工業は、

もともと原料立地し、水産加工システムの低次加工の部分を担ってきたのである。そのため、企業間競

争は付加価値向上よりも生産性追求にあった。このことから、規模拡大を果たせない零細企業群は、大

手の下請けに徹するか、競合しない市場で細々と生き残るか、あるいは撤退するか、といった企業行動

をとらざるをえなかった。いずれにしても、図 2－ 1で見た企業数の減少は、階層分解が進んだことに

よるものだと思われる。

４．水産加工業を巡る状況と地域としての課題

（１）施設整備投資

表 3－ 1は、2007年における水産加工場の設備能力を、表 3－ 2は、冷凍冷蔵設備の状況を示してい

る。特筆すべきは、まず、ミール工場の激減である。昭和60年前後のマイワシ豊漁時代、釧路地区内に

はミール工場が24工場あった。しかし、マイワシの漁獲量の激減とともに、倒産、廃業が増え、現在は

2社（ 3工場）という状態になっている。一方、近年、冷蔵庫の収容積は減少傾向にあるが、製氷能力、

貯氷量、冷凍日産量は拡大傾向にある。

（２）原材料調達事情

水産加工企業は、釧路魚市場からの原料調達を基本としている。しかし、他港からの買い付けも相当

あると思われる。例えば、先にも述べたが、秋サケやイカなどである。また、ミール原料は、漁場形成

状況と巻網船団の行動次第であるが、釧路魚市場の荷受けが旋網業者と連絡を取り合い、原料を引っ張

っている。カタクチイワシなどの漁場が形成されたときに行われる。取引形態は相対取引である。

冷凍すり身原料、タラコ、カズノコなどに関しては、商社や大手水産などを介して、海外から調達し

ている。すり身原料となるホッケ、スケトウダラは、釧路以外の道内の沖底の水揚港、例えば、小樽、

表３－１　水産加工場の設備能力
（白糠町の一部を含む）

表３－２　冷凍冷蔵設備の状況

2005年 2006年 2007年



稚内、室蘭などからも買い付けている。ホッケの開き原魚、タラコ原料に関しては、春季のホッケ、秋

季のスケトウダラ以外は、輸入物に依存することになる。輸入割当（IQ枠）を使っているものもある。

ところで、近年、秋サケ、スケトウダラの加工を行っていた水産加工業者は原料調達が困難化してい

た。道内における秋サケとスケトウダラの漁獲量と平均価格の推移を見た図3－ 1と図 3－ 2を見よう。

近年、価格上昇が著しかったことが見て取れる。末端の価格が抑えられている中、水産加工経営を逼迫

させる状況が招かれていたのである。リーマンショック以後、和らいだが、秋サケについては、2009年

度漁期も輸出が好調であったことから、産地では高値が形成されたとのことである。
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図３－１　北海道内の秋サケの漁獲数量と平均価格の推移

図３－２　北海道内のスケトウダラの漁獲数量と平均価格の推移
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（３）雇用労働力事情

図 3－ 3は、加工労務従事者の推移、図 3－ 4は、一般職員数の推移を示している。これらの図から

次のことが読み取れる。

1995年頃まで、釧路の水産加工業は4,500人の雇用創出を果たしていた。しかし、今日では、2,500人

程度になっている。この減少は、一般職員よりも加工労務従事者の減少が影響している。加工労務従事

者は、1995年では3,500人を上回っていたが、2007年は2,200人程度になっている。男女とも臨時雇用の

減少が著しい。常勤雇用は安定している。しかし、一方で、外国人研修・実習生を受け入れている。人

件費は変わらないが日々の調達が安定しない臨時雇用よりは安定するからである。
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図３－３　加工労務従事者の推移

図３－４　一般職員数の推移
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（４）販路開拓事情

釧路市漁協が、2009年よりパルシステムと提携して、ワンフローズンのサンマフィーレ製品を供給し

ている。この製品は、冷凍物ではあるが、品質が高いことから、解凍しても生のようなサンマを味わう

ことができる。そのことから、一定の成果を出している。もともと、釧路地区は低次加工製品を製造す

る企業が多い地域である。それでも、近年では、独自の販路を開拓するために、各社NBを製造してい

る。しかし、それは他の水産加工地域と比較して、特筆すべき水準ではない。また、平成に入ってから

ほとんど水揚げされていなかったサバの水揚げが、2005年より回復基調にあったことから、地域として、

サバのブランド化の取組みを行った。しかし、その後、水揚げがまとまらず、成果を出せないでいる。

魚卵製品については、産地としての地位は不動のものと思われる。しかし、まだまだ原料生産地とし

てのイメージが強く、独自のブランドで需要を掘り起こせる力のある企業は少ないと思われる。

（５）産地間競合事情

産地間競争は原料調達局面と販売局面の両方がある。その意味では、かつては北転船や大中型旋網漁

船の誘致競争を大漁港のある青森県八戸地区や宮城県石巻地区と、サケマスを巡っては根室・厚岸と繰

り広げていた。今日では、サンマ棒受網漁船の誘致が最大の競合分野になっている。根室、浜中、厚岸

の道内各地だけではなく、本州の三陸地区（大船渡、気仙沼、女川、石巻）、小名浜、銚子との競合も

ある。

（６）域内漁業との関係性変化

すり身業者と釧路機船漁協とが 9～10月のスケトウダラの取引を相対取引にする取り組みをしてい

る。また、TACの増枠に伴い、ミール枠を設けて、全さんまとミール業者との間で、2009年から、漁獲

枠にミール枠を設け出荷する取組が始まった。水産庁の補助金も準備された。2009年度は、低気圧の影

響でサンマの漁場が分散したため実績はほとんど作れなかった。しかし、今後もこの体制作りが模索さ

れようとしている。問題点は「隔離出荷」が厳格に行われるかどうかである。

５．まとめ

釧路地区の水産加工業で利用する原魚は、さまざまであるが、スケトウダラ、サンマ、秋サケが三大

原魚になっている。この御三家を原料にした製品の大量生産が釧路地区の水産加工業の経済基盤である。

代表的な製品は、魚卵（タラコ、イクラ、筋子）、すり身、冷凍水産物である。

しかし、水産加工企業にとって、スケトウダラ、秋サケの調達はかつてより困難化している。スケト

ウダラについては、日本近海域の資源量が減少している上、海外需要が拡大しているため、冷凍すり身

原料価格が上昇しており、秋サケにおいては、海外需要が伸びていることから、輸出ドライブが強まり、

産地の価格が上昇しているためである。図 3－ 1 と図 3 － 2 で見たとおりである。サンマについては

TAC（15万トン）の増枠が追い風ではあるが、しかし、サンマ漁業団体の生産調整は産地価格を睨みな

がら発動されるし、漁場の形成次第で本州へ漁船が移動し、道内で数量がまとまらないこともあるため、

供給の安定化が約束されていない。こうしたことから、今日では広域的に原料を調達できないと、水産

加工企業の経営が成り立たなくなっている。このことは単に原料の調達力の問題だけには留まらない。

すなわち、コストをかけて原料を調達できても、製品の付加価値対策や製造コストの低減化ができなけ
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れば、企業の収益性は落ち込むからである。

2009年11月に、釧路地区で有望視されていた水産加工業者 1社が民事再生法を申請し倒産した。同社

は、年商20億円程度であったが、新たな商品開発を続けながら販路拡大を図り売上を伸ばし、優良・好

調企業として業界紙などで称賛されていた。しかしながら、原料価格の高騰が響き、収益力を落とし、

負債14億円で倒産に至った。

釧路地区内では、北洋漁業の衰退、原魚・原料輸入の困難化が水産加工企業の経営基盤を揺るがして

いる。それは、この地区が潤沢な原料に依存し、原料あるいは低次加工製品または半製品の供給基地と

して発展してきたことからも裏付けられる。当地区の水産加工業は、地域内大手の寡占、小規模企業の

下請け化といった傾向が今後も強くなるものと思われる。



1．地域漁業の概要

（１）八戸市水産業の概要

八戸市は青森県の東南に位置し、寒さは厳しいが積雪は少ない。人口は約24万人を有する。大型の漁

港と多数の水産加工産業をようする全国屈指の水産都市である。

１）漁港種類と整備

八戸漁港は特定第三種漁港に指定され、3カ所に分散している（図 1）。第一魚市場は八戸市鮫町にあ

り、まき網を主体に水揚げされているが年間の稼働期間が秋期の数ヶ月に限られ、遊休期間が長い。第

二魚市場は八戸市江陽地区にあり小中野市場とも呼ばれ、沿岸漁業や小型イカつり船が水揚げする。第

三魚市場は八戸市白銀地区にあり、中型イカつり船、大型イカつり船や大型イカ運搬船が水揚げする。

第三魚市場は面積は広く岸壁も長いが大型イカつり船専用の水揚げ岸壁もある。

しかし、これらの施設は、水揚げ80～40万トン時代の漁獲量に合わせて建設したもので、最近の15万

トン時代の規模としては長大すぎるところから、規模に合った合理的機能に集約することが検討されて

きた。

２）市場開設状況

1933年に八戸市が魚市場を開設して以来、卸売り業務は（株）八戸魚市場に委ねられてきた。1973年

に生産者団体である八戸漁業協同組合連合会が卸売業務に参入し、複数体制が始まった。そして、2003

年からは八戸漁業協同組合連合会に替わり、八戸みなと漁業協同組合が卸売業務を開始することとなる。

この変更の理由には、漁協の合併問題や加工事業の負債問題があったと言われる。
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青森県八戸市における水産加工業の現状と課題

（独）水産大学校　福田　裕

図１　八戸漁港の配置



３）インフラ整備状況

①　産地市場の統合と高機能化

八戸市は 3か所の産地市場を持ち、全国有数の漁業基地として重要な地位を維持していたが、近年最

盛期に比べ金額で約 4分の 1、数量で約 5分の 1に落ち込んでいる。この様な状況に対応して産地市場

の合理化を進めるために 3か所に分散している市場を舘鼻地区一か所に統合（図 2）する事業が2010年

3月に着工された。総事業費は54億円で、国と地元が折半負担する。新たに建設される統合産地市場は、

フィッシュポンプを使って船倉の魚を市場に陸揚げし、自動選別機で魚種や大きさを振り分けたり、安

心安全を目指したHACCP対応型の荷捌き場をもった高機能の産地市場（図3）を目指している。
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表１　卸売業者の営業実績（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）

図２　八戸港の産地市場の統合による集約化構想

図３　陸揚げから配送までの安全性と効率化を意図した産地市場の高機能化
出典：みなと新聞（2008年 3月28日版）



②　高機能まき網漁船の建造（図4）

八戸を代表する漁業会社のＦ社は国の事業を活用し、2008年に全国初の高機能まき網船を建造、導入

した。まき網船団を従来の 4隻体制から 2隻体制（網船、運搬船各 1隻）に転換することで低コスト操

業を達成し、同時に新型網揚げ機の設置による省人化、発電機による省エネ化も進め、加えて超低温凍

結による漁獲物の高品質化を図る。これらが高機能の全容である。建造費は17億円とある。その超低温

凍結保管されたサバの初セリが2009年10月 1日行われ、1㎏サイズでは 1キロ当り1,300円の高値がつい

た。「八戸前沖さばブランド」として業界は力を入れている。漁獲量を志向していた漁業が、漁獲物の

質を重視し始めた第一歩と見て取れる。資源を維持しながら質の高い魚を供給し、収益性の高い漁業を

持続させるために、加工と流通との連続性を強化しようとしている点に特に注目すべきと考える。

③　HACCP対応型加工場の整備

漁船と産地市場のHACCP対応型整備計画に先駆けて、八戸市内ではＡ社が平成12年にHACCP工場と

して認定され、Ｂ社も2009年にHACCP認定工場となった。いずれの工場もしめサバなどの加工品が対

象である。漁船、産地市場、流通運搬、加工場を結ぶ安心・安全の環が形成されつつある。

高機能のまき網漁船の建造及び産地市場の建設、並び

にHACCP対応型水産加工場の整備は、八戸市の主たる

漁獲物であるまき網サバの高品質供給と八戸市水産の最

大ブランド品である「しめサバ」加工を連動させ、国内

的にも国際的にも優位な地位を築くことが最大の目標で

ある。

④　水産加工団地

八戸市の北側の市川町に水産加工団地がある。総面積

41万㎡の敷地に水産加工場など23社が進出している。8

時間当たり1,800トンの処理能力を持つ共同汚水処理施

設がある。

以上の団地以外で水産加工場が集約している地域とし
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図４　高機能まき網漁船と船内超低温凍結サバの初セリ

図５　八戸市水産加工団地
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）
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て、第三魚市場近くの白銀地区および鮫地区があり、多数の工場が立地している。

（２）八戸市の漁業生産

１）水揚げ量と水揚げ金額の推移

八戸市の漁業生産の記録は1929年から始まる。漁業生産は1965年頃から増加傾向を示し、1966年から

3年連続､その後1978年、1999年、2000年と水揚げ量日本一を記録した。その間、1988年には82万トン

と八戸漁港史上最大の水揚げ量を示した。しかし、この1988年をピークに長期低落傾向となり、2009年

は速報値で13万 9千トンとなっている。

金額についてみると、1982年にピークの934億円を示し、1987年頃まで約800億円を持続したが、その

後長期低落を続けている。2009年の217億円は1982年のピーク時の23％まで落ち込んでいる。

八戸市と全国の変化の推移を見ると、同じ軌跡を示しているものの、ピーク時と直近の水揚げ量を比

べると、全国では44％（1984/2008年）まで減少していたが、八戸ではさらに大きく17％（1988/2009

年）まで減少しており、落ち込みは大きい。

２）魚種別水揚げ量・金額の動向

八戸漁港における1974年から2008年までの魚種別水揚げ量と金額の動向を図7に示す。

八戸市における水揚げ魚種の変遷は、1977年から1993年の40～80万トンを揚げた最盛期を中心にそれ

以前とそれ以降で相違が見られる。1977年以前はイカの比率はそれほど高くなかった。北転船が水揚げ

するスケトウダラ、八戸沖の漁場から水揚げが急増したサバ、そしてニュージーランド沖等からの海外

イカ、これらが40万トン前後を 3分割していた。

1977年の二百海里時代に入ると、スケトウダラは一気に減少し、マサバが主役になり1978年にはサバ

だけで45万 6千トンを水揚げした。同時にマイワシも次第に増え始めてくる。1981年にはサバは減少し、

マイワシが全漁獲量の約 6割を占める時代が1990～1992年頃まで続いた。この全盛期の時代もイカは着

実に水揚げ量を伸ばしている。特に、1985年から南西大西洋（SWA）の遠洋イカが始まりそれまで10

万トン台だったイカの数量が約 2倍の20万トン近くまで跳ね上がった。

全盛期が終わり1994年になると総水揚げ量は約30万トンまで低下し、それ以降2009年の13万 9千トン

図６　八戸市の水揚げ数量と金額の推移
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）
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まで低落し続けるが、この間はマイワシもサバも盛期の面影が全くなくなり、イカだけが減少すること

なく一定量を持続する。結果として水揚げ量の大半をイカが占めることになった。

水揚げ金額について見ると、マサバが獲れていた1978年から1982年頃はイカとその他（サバを含む）

の魚類がやや拮抗していたが、1985年以降は70～80％もの大部分をイカで占められる。この傾向は、水

揚げ量が減少した1993、4年以降になるとさらに強くなる。この様に八戸市の漁業は長い間イカの水揚

げ量によって支えられてきた。イカでは全国一の水揚げ量を維持し、八戸市はイカ加工原料の供給基地

としての役割を果たしてきた。

３）最近の魚種別水揚げ動向

水揚げ量が20～15万トン水準に減少した2001年以降の魚種別の水揚げ数量と金額の動向について、イ

カとサバに注目して見る（図 8、9）。イカの数量・金額とも2001年以降も全体の50～85％を占め､特に

金額の比率がまだまだ高いものの、その比率及び絶対量は年々減少傾向にある。この減少の理由は、先

にも触れたが、イカの中でも南西大西洋などの大型イカ釣りの水揚げの大幅な減少が強く影響している。

この大型イカ釣りの水揚げ量の減少は、産地市場の再編の要因と言われている。

次に、サバについて見ると、金額的には年間水揚げ量の10％未満から最大で16％まで、数量的には全

体の10％未満から最大で32％まで、それぞれ伸びてきた。サバの漁獲量は2008年は 4万 2千トンと最盛

期ほどではないが、八戸水産加工産業の主力製品であるしめサバ原料の安定的な供給を可能としている。

図７　八戸漁港における魚種別水揚げ数量と金額の推移
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）
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４）主要魚種の仕向け傾向

2008年度の主要魚種の仕向先について図10に示す。2008年度の水揚げ量は13万トンで、イカは 6万 5

千トン（50％）、サバは 4 万 2 千トン（32％）、スケトウダラは 6 千トン（ 5 ％）、イワシは 3 千トン

（ 3％）、その他が 1万 3千トン（10％）であった。

イカの仕向先の最大は冷凍で 5万 3千トン（81.9％）、次いで地元外出荷が8.6千トン（13.3％）、加工

は1.7千トン（2.6％）、地元消費は1.4千トン（2.2％）であった。サバの最大仕向先も冷凍で 3万トン

図８　八戸漁港の最近の魚種別水揚げ数量の推移
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）

図９　八戸漁港の最近の魚種別水揚げ金額の推移
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）

図10 八戸市の主要魚種の仕向け傾向（2008年）
出典：はちのへの水産－統計資料編（昭和59年度～平成19年度）－（八戸市産業振興部）



（71.6％）、次いで加工5.1千トン（12.1％）、地元外出荷6.4千トン（15.0％）、地元消費0.6千トン（1.3％）

であった。スケトウダラは地元外出荷3.2千トン（49.8％）、冷凍2.5千トン（39.3％）で 2分されている。

イワシは加工向け2.1千トン（61.3％）が主である。その他は、地元外出荷5.1千トン（40.7％）、地元消

費4.9千トン（38.4％）と冷凍と加工は非常に少ない。

２．水産加工業の動向

（１）八戸市の水産食料品の工業出荷額の推移

1983年から1994年頃まで八戸市の水産食料品出荷額は1,500億円台を維持しており、この当時は焼津

市と並ぶ我が国トップレベルの高い出荷額を上げていた。また、全食料品の60～65％が水産食料品であ

り、八戸市は漁業と水産加工の両輪がフル回転していた。しかし、1994年以降は低落傾向を示し、2009

年の水産食料品出荷額は605億円まで減少し、全食料品出荷額（1,393億円）の43％と比率は絶対量とと

もに大幅な低下を示した。

（２）水産加工企業数､冷凍関係能力及び従業員の変化

1998年から2008年までの八戸市の水産加工企業数の変化を図12に示す。この11年間にすり身は 3から

2企業へ、練り製品は 5から 2企業へ、フィッシュ・ミールは 4から 3企業へ、缶詰は 7から 6企業へ、

冷凍食品は16から13企業へ、水産物漬け物は18から16企業へ、これらの業種はそれほど企業数は多くは

ないが全て減少している。製氷・冷凍企業は62から47企業へと76％まで、一般加工は84から68企業へ

81％まで、かなりの減少が示された。全体では、199から157企業へと79％まで減少した。

1998年から2008年までの冷凍関係の能力の変化を図13に示す。この11年間の変化は、いずれも 1日当

たり能力であるが、冷蔵量は32.5万トンから28.6万トンへ88％まで、凍結処理能力は2.5千トンから1.8

千トンへ72％まで、製氷能力は667トンから551トンへ83％まで、それぞれ低下した。

1998年から2008年までの従業員数の変化を図14に示す。この11年間に女性従業員の減少が大きく、

4,498人から3,325人へ74％に、男性従業員は1,515人から1,278人へ84％に、総従業員数で6,013人から

4,603人へ76％まで減少した。
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図11 八戸市の食料品製造出荷額の推移
出典：はちのへの水産1999～2009年版（八戸市産業振興部）
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図12 八戸市水産加工企業数の変化

（製氷・冷凍及び一般加工は重複している企業もある）

出典：はちのへの水産1999～2009年版（八戸市産業振興部）

図13 冷凍関係能力の変化
出典：はちのへの水産1999～2009年版（八戸市産業振興部）

図14 八戸市水産加工業の従業員数の変化
出典：はちのへの水産1999～2009年版（八戸市産業振興部）
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企業数、従業員数、冷凍関係能力はこの10年間に70～80％前後まで低下していたが、この間の総水揚

げ量の減少が55％まで落ち込んでいることに比べれば、比較的少なく健闘していると評価することがで

きる。漁業と水産加工産業は異なる力学が働いていると考えられる所以である。

（３）水産加工生産量及び生産額の変化

1991年から2008年までの水産加工生産量と水揚げ量の変化を図15に示す。水揚量の統計数値は正確な

調査によるものであるが、加工生産量は悉皆調査ではなく、八戸加工連による任意調査に基づく数値で

あり、回収率50％くらいで毎年ほぼ同じ企業から回答が得られていると説明されていたので、相対的な

比較は可能と判断し、図示した。

この18年間の変化率は、水揚げ量は30％まで低下していたのに対し、加工生産量は27％まで低下し、

いずれも大幅な低下で両者は連動しているように見える。次に、11年間のスパンで見ると、水揚げ量は

55％まで、加工生産量は56％とこれも連動しているように見えた。

次に、水揚金額と加工生産金額の変化率を図16にみると、21年スパンでは水揚げ金額は35％まで低下

していたが、加工生産金額では34％まで、それぞれ低下し、両者は連動しているように見えた。直近の

図15 水産加工生産量と水揚げ量の変化
出典：はちのへの水産2009年版（八戸市産業振興部）

図16 水産加工生産金額と水揚金額
出典：はちのへの水産－統計資料編（平成19年度）－（八戸市産業振興部）
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11年スパンで見ると、水揚げ金額は55％まで、加工生産金額は42％まで低下し、水揚げ金額より低下率

は大きかった。繰り返すが、水産加工数量と金額の統計数値は悉皆調査ではないので参考に留める。

（４）八戸市水産加工産業の生産品の特徴

八戸市の2008年の品目別水産加工品の生産額と生産数量について図17に示す。統計上の生産金額は

277億円、生産数量は 8万トンであった。生産金額の多い方から、冷凍品、水産物漬物類、缶詰、塩蔵

製品、冷凍製品まで30億円を超えており、続いて珍味類、魚類乾製品、調理冷凍食品、魚卵製品が10億

円を超えており、以上が主要な加工品目である。生産数量について見ると冷凍品が最も多く、次いで冷

凍製品、缶詰までが 1万トンを超え、次いで水産物漬物類、水産飼肥料、塩蔵製品と続く。八戸市の水

産物漬物類、素干し品の生産比率が全国傾向より高いのは、しめサバと干しするめの生産量と金額が高

いからと思われる。

八戸市の水産物漬物類と素干し品の比率が全国的な比率より飛び抜けて高く、その内容を調べるとし

めサバと干しするめの生産量と生産金額が高いことが理由であるとわかった。

（５）イカ及びサバの加工品の割合

2003年から2007年の全水産加工製品に占めるイカとサバの比率を図18に示す。この 5年間の総加工品

生産量及び総加工品生産金額はあまり変化はない。イカ及びサバ合計の加工品の全体の中での比率は、

金額では30～39％、数量で23～32％と、先に示したイカとサバの水揚げ量にしめる割合に比べれば非常

に少ない。

（６）イカ及びサバの代表的製品の動向

2003年から2007年のイカとサバの主力製品の動向を図19に示す。この 4年間で見ると、イカ加工品の

生産金額は横ばい、一方サバ加工品の生産金額は増加傾向にある。イカ加工品は、干しスルメが 8億円

から15億円、ロールイカが 2億円から10億円と健闘しているが、以前のソフトさきイカの様なヒット製

品が無いのが致命的である。

図17 八戸市水産加工製品の特徴（2008年）
出典：はちのへの水産－統計資料編（平成19年度）－（八戸市産業振興部）
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一方、サバの増加傾向を押し上げているのがしめサバであった。しめサバのこの4年間の生産金額は、

24億円、35億円、39億円、47億円、34億円と上昇傾向である。数量は、3.4千トン、5.9千トン、5.4千ト

ン､6.0千トン､5.9千トンと安定していた。

３．八戸市のブランドしめサバ

（１）しめサバが八戸市で開発された経緯

八戸は全国のしめサバの 9割を生産していると言われ、八戸市のブランドとしての地位を確立したこ

とは間違いない。今日、八戸水産業の再編の目玉として、水産都市復興の旗頭として期待されている。

それでは、八戸市でしめサバがどの様なプロセスで今日の地位を築いたのだろうか。

八戸市でしめサバが水産加工品として作られたのは意外と最近であることが、Ｇ社島守義昭氏の「私

のしめ鯖物語」に記されている。この物語は、石原慎士氏が弘前大学大学院地域社会研究科年報第 4号

に投稿した「八戸市における地域ブランド形成に関する一考察」と題する論文の中で紹介されている。

それによると、1955年当時は八戸市でしめサバを調理し食する習慣がなく、寿司屋に行かなければ食べ

図18 水産加工品目に占めるイカとサバの加工品
出典：はちのへの水産－統計資料編（平成19年度）－（八戸市産業振興部）

図19 イカとサバの主力製品の動向
出典：はちのへの水産－統計資料編（平成19年度）－（八戸市産業振興部）
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られなかったようだ。水産加工品としてしめ鯖を最初に開発したのは、島守義昭氏の先代で1968年とあ

る。同業の水産加工業者が製造に着手するのはさらに遅れて1978年である。生産量は、1975年が444ト

ン、1978年が764トン、1980年には1,666トン、1982年には4,662トンまで増加し、この時点で最近の生

産量とほぼ同じ水準に到達していた。

（２）八戸市のしめサバが地域間競争で勝ち抜いた理由

2010年 1月21、22日に、八戸市でしめサバ製造を行っているＣ社、Ｄ社、Ｅ社のトップの方たちから

お話をお聞きする機会を得た。八戸市のしめサバが優位性を獲得した最大の理由は、八戸前沖で漁獲さ

れるサバの脂質含量の多いことにあると異口同音に話された。このことは、先に紹介した石原氏の論文

でも論述されている。

（３）しめサバの新しい戦略

全国の 9割も一つの産地で製造している製品はそんなに多くはない。しめサバは優れた食材として、

全国のサバ産地で見直され、これから競争が激化するであろう。八戸市ではいち早く、大型の脂ののっ

た鯖を使って差別化を狙った「トロしめサバ」、昆布でしめた「昆布しめサバ」、魚卵を表皮に貼り付け

たしめサバなど、他地域と競争できる商品開発を行っている。この様な商品開発努力が産地を強化し、

日本全体の国際競争力の向上へとつながって行くものと考える。
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詰仕向けが多い。缶詰や冷凍品以外の食用加工製品としては、塩干しサンマ、みりん干しなどがあるが、

全体から見たシェアは限られている。マグロ類については、ほとんどが鮮魚出荷向けであるが、缶詰、

冷凍向け（ロイン加工、フィーレ、チャンク）もある。サメ類については、統計データとしてカウント

されていないが、漁獲されたものはほぼ加工仕向けとなる。加工製品としては、フカヒレ、フカニク、

すり身、缶詰がある。イカ類については、生鮮出荷にほとんど仕向けられるが、塩辛原料や餌にも利用

される。

養殖ワカメは、ボイル塩蔵製品あるいはドライ製品（カットワカメ）に仕向けられる。芽株について

は、生鮮流通もあるが、多くは、芽株のスライス製品に仕向けられる。

３．水産加工業の動向

（１）主要業種別企業数の動向

表 2－ 1は、気仙沼地区における水産加工業を営む企業数を1998年、2003年、そして2008年に分けて

示したものである。

どの品目をとっても過去10年、逓減傾向にあり、

激減を免れている。市場買受人が10年間で20件強減

少しているのに対して、水産加工業の経営体数は9件

しか減っていない。このことからも、水産加工企業

が踏みとどまってきたことが理解できる。

加工品目の大分類の構成には大きな変化は見受け

られない。

（２）主要業種別にみた経営規模について

表 2－ 2は、株式会社みなと山口合同新聞社が刊行している「全国水産加工者名鑑　2007年版」を基

表１－３　2007年 気仙沼港品目別用途別出荷量

1998年 2003年 2008年

表２－１　水産加工業者の経営体数
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に作成したものである。掲載されていた気仙沼地区の水産加工業者の状況を示している。

年商については数千万から80億円以上まで階層格差が大きい。地域内加工下請けを行っている業者の

存在も確認できる。また、他地区からの委託加工を受けている業者もある。ワカメ関連業者は大規模業

者に収斂しているようである。

（３）主要業種別の生産金額の動向

表 2－ 3は、水産加工製品の分類に基づいて1998年、2003年、2008年の生産量と金額を示したもので

ある。ほとんどの項目で横ばいか減少傾向にある。伝統的加工製品は明らかに減少傾向にある。しかし

ながら、冷凍加工品に関しては、2003年から2008年にかけて大幅に増加している。

そこで、更に加工製品を詳細に分類して、生産量と金額を示した表 2－ 4を見よう。フィーレ製品な

どは決して増加していない。冷凍魚介類丸物が2008年のみに記されており、その量も金額も高位な値に

なっている。そのことが、冷凍加工品の大幅増の要因となっている。では、冷凍水産物生産量の経年変

化を魚種ごとに示した表 2 － 5 を見よう。1999年から2006年までは 4 万トン前後で上下しているが、

2007年、2008年と上昇している。魚種別に見て、2008年と過去の傾向と明らかに違うのは、マグロ類、

カツオ、そしてサバ類である。以上から、産地の流通・加工体制の変化が近年進んだことが推察される。

（４）主要業種の代表的企業とその諸属性

先に見たように気仙沼地区では、水産加工業は多岐にわたっており、主要業種を特定できない。ここ

（株）Ａ

（株）Ｂ

（株）Ｃ

（株）Ｄ

（株）Ｅ

（有）Ｆ

（株）Ｇ

（株）Ｈ

Ｉ（株）

（株）Ｊ

Ｋ（株）

（株）Ｌ

（株）Ｍ

（株）Ｎ

（有）Ｏ

Ｐ

（株）Ｑ

（株）Ｒ

（株）Ｓ

（株）Ｔ

名鑑

表２－２　気仙沼地区の各業者の状況



では、表2－ 2に基づいて、水産加工企業の諸属性について記しておきたい。

第一に、大手水産、大手商社あるいは中央卸売市場の荷受との取引をベースにした企業層の存在であ

る。自社ブランド製品を製造するだけでなく、大手水産などの下請けを行っている社もあろう。第二に、

地域内に関連会社を置く企業層である。加工部門と販売部門を分社化したり、協力関係を構築したりし

て、企業グループを形成している。

４．水産加工業を巡る状況と地域としての課題

（１）施設整備投資

表 2－ 5では、冷凍水産物の生産量の増加が確認された。それを裏付けるのは、冷凍工場の稼働、設

置状況である。表 3－ 1を見よう。この表は、1998年、2003年、2008年についての気仙沼地区の冷凍工

場数や冷凍能力を示したものである。この表が示すとおり、冷凍工場数は75から89に増加した。凍結能

力（トン/日）は2003年と比較すると落ち込んだものの、冷蔵能力は13％伸びている。すなわち、気仙

沼地域は、ストック機能を拡充したのである。このことが、冷凍水産物の生産量の増加を支えたと言え

る。では、なぜ、このような冷蔵機能の拡充が図られたのか。その要因は二つ考えられる。

第一に、今日の水産物流通事情に鑑みて、在庫ストックの負担が産地に押し付けられてきたというこ

とである。概ね末端の流通は大規模量販店への対応が求められることから、ストック機能をやむを得な

く産地が整備せざるを得なくなっていることである。第二に、水産物の輸出増を見込んで投資が進んだ

ものと推察される。2006年から、国内の水産物の輸出増が顕著になったのはすでに知られているところ

である。このような輸出ドライブを受けて、気仙沼地区でも、それに対応した施設整備が進んだと考え

られる。表 2－ 5では、カツオ類、サバ類、サンマの冷凍生産量の増加が確認された。これらの魚種は

最近の水産物輸出の主要品目である。カツオ一本釣り船や大中型旋網漁船の誘致もこうしたストック機

能の強化により図られたものと思われる。地域の設備投資の傾向と水産加工業の再編の関係を取りあげ

るなら、川下主導の今日の水産物流通事情を反映した体制作りと、水産物輸出増に対応した体制づくり

が挙げられる。また、ここでは調査をしていないが、個別企業レベルでHACCP認定の取得も進んだも

のと思われる。
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表２－３　水産加工品の生産量と生産額

1998年 2003年 2008年
（数量：トン、ただし、缶詰は「c/s」、金額：千円）


